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宍粟市少子化対策事業助成条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、宍粟市少子化対策事業助成条例（平成19年宍粟市条例第９号）の施行に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（乳幼児等医療費助成事業の対象者の規則で定める要件） 

第２条 乳幼児等医療費助成事業の対象者（以下「乳幼児等」という。）の規則で定める要件は、

次のとおりとする。 

(１) 市内に住所を有するものであること。 

(２) 医療保険各法の加入者（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第７条

第４項に規定する加入者をいう。）であること。 

(３) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定による保護を受けていないこと。 

(４) 婚姻していないこと。 

(５) 合計所得金額が38万円以下（給与収入のみの場合は収入が103万円以下）であること。た

だし、学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校に在学中の者は除く。 

２ 前項の要件を満たす乳幼児等に係る医療費の助成を受けようとする場合は、当該乳幼児等を

現に監護する者が、別に定める手続に基づき申請するものとする。 
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（特定不妊治療費助成事業の対象者の規則で定める要件） 

第３条 特定不妊治療費助成事業の対象者の規則で定める要件は、次のとおりとする。 

(１) 申請に係る特定不妊治療が兵庫県特定不妊治療費助成事業実施要綱の規定に基づく助成

金の交付決定を受けていること。 

(２) 兵庫県以外の地方公共団体から特定不妊治療費の助成を受けていないこと。 

(３) 市税等を滞納していないこと。 

（特定不妊治療費助成事業の申請等） 

第４条 特定不妊治療費助成事業の申請は、宍粟市特定不妊治療費・不育症治療費助成事業申請

書兼振込依頼書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に行わなければならない。ただ

し、市長が認めたときは、第１号に掲げる書類の添付を省略することができる。 

(１) 兵庫県特定不妊治療費助成事業承認決定通知書の写し 

(２) 兵庫県特定不妊治療費助成事業実施要綱で規定する指定医療機関が発行した領収書等の

写し 

(３) 兵庫県特定不妊治療費助成事業受診等証明書の写し又は宍粟市特定不妊治療費助成事業

受診等証明書（様式第２号） 

(４) 宍粟市内に居住する法律上の夫婦であることを証明する書類 

(５) 夫及び妻の所得額を証明する書類（所得証明書） 

２ 市は助成状況を把握するため、宍粟市特定不妊治療費・不育症治療費助成事業台帳（様式第３

号）を作成するものとする。 

（補助対象となる地域の教育力を高めるまちづくり事業の要件） 

第５条 地域の教育力を高めるまちづくり事業の要件は次のとおりとする。 

(１) 活動範囲は一定の区域（概ね自治会から小・中学校区まで）とする。 

(２) 活動を行う自治会等の人数は概ね10人以上とし、複数の自治会等が連携・協働して実施

する事業も対象とする。ただし、１つの自治会等とみなすものとする。 

(３) 地域で子どもを守り育てるための新たな取組み若しくは従来活動の拡充・強化を図る事

業とする。 

２ 次に掲げる事業は、補助対象としない。 

(１) 宍粟市の他の補助金の交付を受けている事業又は補助対象となる事業 

(２) 国、県その他の地方公共団体の助成を受けている事業又は補助対象となる事業 

(３) 専ら営利のみを目的とし、公益性を欠く事業 

(４) 特定の事業の反対運動を目的とする事業 

(５) その他助成することが適当でない事業 

（地域の教育力を高めるまちづくり事業の補助又は助成額等の規則で定める必要経費等） 

第６条 地域の教育力を高めるまちづくり事業の補助又は助成額等の規則で定める必要経費は、

次のとおりとする。ただし、自治会等の運営に係る経費（人件費、光熱水費、家賃費）及び飲食

を伴う経費は除く。 
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(１) 消耗品費、印刷製本費及び修繕料 活動のために必要最小限のもの。ただし、参加者に支

給する物品の購入経費、華美な仕様の印刷物は除く。 

(２) 通信運搬費 郵便料及び送料等 

(３) 委託費 資材等の製作費及び加工費 

(４) 使用料・賃借料 会場使用料、資機材使用料及び賃借料 

(５) 備品購入費 活動のために必要な備品購入費（公民館及び集会所等の備品除く。） 

(６) その他 活動のために直接必要な経費と認めたもの 

２ 補助金の額に1,000円未満の端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。 

３ 対象となる事業期間は、４月１日から翌年の３月31日までの間に実施される事業とする。 

４ 地域の教育力を高めるまちづくり事業による補助は、１自治会等につき年１回とする。ただ

し、継続して行う事業に対する補助については、３年間を限度として行う。 

（子育て世代への宅地分譲事業の対象者の規則で定める要件） 

第７条 子育て世代への宅地分譲事業の対象者の規則で定める要件は、次のとおりとする。 

(１) 18歳未満の子どもを１人以上養育している者 

(２) 住宅建築後、速やかにその住所地に住民登録をする者 

(３) 将来も定住する意志のある者 

（子育て世代への宅地分譲事業の申請等） 

第８条 子育て世代への宅地分譲事業の申請は、宍粟市子育て世代宅地分譲助成事業申請書兼振

込依頼書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に行わなければならない。 

(１) 世帯全員の住民票 

(２) 市外からの転入者については、18歳未満の子どもを１人以上養育していることが証明で

きる書類 

(３) 購入価格が納付済みであることを証明できる書類 

(４) その他、市長が必要と認める書類 

（妊婦健康診査費助成事業の対象者の規則で定める要件） 

第９条 妊婦健康診査費助成事業の対象者の規則で定める要件は、妊婦健康診査の受診日におい

て市内に住所を有する者とする。 

（妊婦健康診査費助成事業の対象となる妊婦健診） 

第10条 妊婦健康診査費助成事業の対象となる妊婦健診は、主治医が妊婦健診として実施する妊

婦の健康診査で、定期検査、血液検査、子宮頸がん検診、超音波検査、クラミジア抗原検査、Ｂ

群溶血性レンサ球菌検査その他の当該妊婦の健康診査として市長が必要と認める検査項目を実

施するものとする。 

（妊婦健康診査費助成事業の申請等） 

第11条 妊婦健康診査費助成事業の申請は、受診後速やかに妊婦健康診査費助成事業申請書兼振

込依頼書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、市長に行わなければならない。ただし、市

長が認めたときは、第２号に掲げる書類の添付は要しない。 
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(１) 領収書又は妊婦健診の受診を証する書類（領収書を添付できない理由があると市長が特

に認めた場合に限る。） 

(２) 児童手当用所得証明書 

（妊婦健康診査費助成事業の助成方法の特例） 

第12条 前条の規定にかかわらず、妊婦健康診査費助成事業の申請が次条に規定する方法により

行われた場合には、市長は当該事業により助成すべき額の限度において当該助成の対象となる

妊婦健診を受けた者が当該妊婦健診を実施した指定医療機関等（一般社団法人兵庫県医師会が

定める妊婦健康診査事業協力医療機関及び一般社団法人兵庫県助産師会が定める妊婦健康診査

事業協力助産所をいう。次条において同じ。）に支払うべき費用をその者に代わり当該指定医療

機関等に支払うことができる。 

２ 前項の規定による支払があったときは、当該妊婦健診を受診した者に対し、妊婦健康診査費

助成事業による助成があったものとみなす。 

（妊婦健康診査費助成事業の助成券の交付申請等） 

第13条 前条の規定による妊婦健康診査費助成事業の助成方法の特例の申請は、妊婦健康診査費

助成券交付申請書（様式第６号）に児童手当用所得証明書を添えて、市長に行わなければならな

い。ただし、市長が認める場合は、児童手当用所得証明書の添付は要しない。 

２ 市長は、前項の申請により要件を満たしていると認めたときは、前項の申請をした者に、妊婦

健康診査費助成券（様式第７号）（以下これらを「妊婦健診助成券」という。）を交付するもの

とする。 

３ 交付する妊婦健診助成券の枚数は、その額面の総額が９万３千円を超えない範囲内で市長が

必要と認める枚数とする。 

４ 第２項の規定により妊婦健診助成券の交付を受けた者が、前条に規定する特例による妊婦健

康診査費助成事業の助成を受けようとするときは、妊婦健診を受ける指定医療機関等に妊婦健

診助成券を必要な枚数提出しなければならない。 

（妊婦健康診査費助成事業の規則で定める助成限度額） 

第14条 妊婦健康診査費助成事業の規則で定める助成の限度額は、交付した妊婦健診助成券によ

り助成できる額（第11条の申請により助成する場合は、妊婦健診助成券を交付したと仮定して

算定した額）とする。 

（不育症治療費助成事業の対象者の規則で定める要件） 

第15条 不育症治療費助成事業の対象者の規則で定める要件は、次のとおりとする。 

(１) ２回以上の流産及び死産並びに早期新生児死亡の既往があると医師に診断されているこ

と。 

(２) 前年（申請日が１月から５月までの場合は、前々年）の夫婦合算の所得額が730万円未満

であること。（所得の範囲及び額の計算方法については、児童手当法施行令（昭和46年政令第

281号）第２条及び第３条の例による。） 

(３) 申請に係る不育症の検査及び治療等（以下「治療等」という。）を行った期間が、原則、
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当該年度の４月１日から３月31日までであること。 

(４) 申請に係る治療等について、他の地方公共団体から不育症治療費の助成を受けていない

こと。 

(５) 市税等を滞納していないこと。 

（不育症治療費助成事業の助成内容の規則で定める要件） 

第16条 不育症治療費助成事業の助成内容の規則で定める治療等について、医療保険が適用され

る治療等については、医療保険各法により給付された額その他の制度により助成された額を控

除した額とする。 

２ 医療保険が適用されない治療等については、次のとおりとする。 

(１) 不育症の検査 

ア 不育症のリスク因子の検査 

一次スクリーニ

ング 
抗リン脂質抗

体 

抗カルジオリピンβ２グルコプロテインⅠ（ＣＬβ２ＧＰ

Ⅰ）複合体抗体 

抗カルジオリピン（ＣＬ）ＩｇＧ抗体 

抗カルジオリピン（ＣＬ）ＩｇＭ抗体 

ループスアンチコアグラント 

夫婦染色体検査 

選択的検査 

抗リン脂質抗

体 

抗ＰＥＩｇＧ抗体（抗フォスファチジルエタノールアミン抗

体） 

抗ＰＥＩｇＭ抗体（抗フォスファチジルエタノールアミン抗

体） 

血栓性素因ス

クリーニング

（凝固因子検

査） 

第ＸⅡ因子活性 

プロテインＳ活性もしくはプロテインＳ抗原 

プロテインＣ活性もしくはプロテインＣ抗原 

ＡＰＴＴ（活性化部分トロンボプラスチン時間） 

イ 絨毛染色体検査 

(２) 不育症の治療 

ア 低容量アスピリン療法 

イ ヘパリン療法（ヘパリン在宅自己注射療法を含む。） 

３ 助成回数は、１年度に１回とする。ただし、通算助成回数は制限しない。 

（不育症治療費助成事業の申請等） 

第17条 不育症治療費助成事業の申請は、宍粟市特定不妊治療費・不育症治療費助成事業申請書

兼振込依頼書に次に掲げる書類を添えて、治療等を実施した日の属する年度内に、市長に申請

を行うものとする。 

(１) 医療機関が発行した領収書等の写し 
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(２) 宍粟市不育症治療費助成事業受診等証明書（様式第８号又は様式第９号） 

(３) 宍粟市内に居住する法律上の夫婦であることを証明する書類 

(４) 夫及び妻の所得額を証明する書類（所得証明書） 

２ 市長は、申請書の提出を受けたときは、速やかにこれを審査し、その結果を申請者に書面によ

り通知するものとする。ただし、不承認と決定したときは、その理由を付して通知しなければな

らない。 

３ 市は、助成状況を把握するため、宍粟市特定不妊治療費・不育症治療費助成事業台帳を作成す

るものとする。 

（手続等） 

第18条 特別の定めがある場合を除き、特定不妊治療費助成事業、地域の教育力を高めるまちづ

くり事業、子育て世代への宅地分譲事業、妊婦健康診査費助成事業及び不育症治療費助成事業

の手続等に関しては、宍粟市補助金等交付規則（平成17年宍粟市規則第44号）の例による。 

（その他） 

第19条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の規定は、平成20年４月１

日から施行する。 

（千種町花嫁祝金支給に関する規則及び千種町子宝誕生祝金支給に関する規則の廃止） 

２ 千種町花嫁祝金支給に関する規則（昭和61年千種町規則第６号）及び千種町子宝誕生祝金支

給に関する規則（平成６年千種町規則第14号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 附則第１項ただし書に規定する日の前日までに、廃止前の千種町花嫁祝金支給に関する規則

及び千種町子宝誕生祝金支給に関する規則の規定により支給決定のあった祝金については、な

お従前の例による。 

附 則（平成20年３月25日規則第５号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月４日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成21年１月27日から適用する。 

附 則（平成21年３月31日規則第15号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成21年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日前に受けた医療に係る児童医療費の支給については、改正後の宍粟市少

子化対策事業助成条例施行規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則（平成21年６月８日規則第21号） 
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この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年３月25日規則第23号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年６月29日規則第37号） 

この規則は、平成23年７月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月26日規則第11号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第19号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成24年６月28日規則第26号） 

この規則は、平成24年７月９日から施行する。ただし、第４条中宍粟市個人情報保護条例施行規

則様式８号の注書、様式第17号の注書及び様式第22号の注書の改正規定並びに第６条中宍粟市下

水道排水設備指定工事店規則第４条第１項の改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年３月25日規則第14号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年３月27日規則第17号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月17日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の前に市が交付した母子健康手帳に係る妊婦の健康診査に要する費用の助成

については、なお従前の例による。 

附 則（平成27年３月30日規則第13号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年６月29日規則第26号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年９月13日規則第31号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年２月７日規則第１号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（平成31年３月28日規則第７号） 

この規則は、平成31年７月１日から施行する。 

様式第１号（第４条、第17条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 
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様式第３号（第４条、第18条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 

11



 

様式第５号（第11条関係） 
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様式第６号（第13条関係） 
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様式第７号（第13条関係） 
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様式第８号（第17条関係） 
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様式第９号（第17条関係） 

17



 

18


